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令和２年第２回土岐市議会臨時会議事日程 

令和２年５月８日（金曜日）午前９時開議 

 

日程第１ 会議録署名議員の指名について  

日程第２ 会期の決定について  

日程第３ 議第31号 令和２年度土岐市一般会計補正予算（第２号）・・・・・・・・・・・  

日程第４ 議第32号 土岐市固定資産評価員の選任同意について・・・・・・・・・・・ １ 

日程第５ 議第33号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・・  

 専第３号 令和元年度土岐市一般会計補正予算（第７号）  

日程第６ 議第34号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

  専第４号 土岐市税条例等の一部を改正する条例について  

日程第７ 議第35号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・・ 11 

  専第５号 土岐市都市計画税条例の一部を改正する条例について  

日程第８ 議第36号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・・ 15 

  専第６号 土岐市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不

均一課税に関する条例の一部を改正する条例について 

 

日程第９ 議第37号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・・ 18 

  専第８号 土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例について  

日程第10 議第38号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・・ 22 

 
 専第10号 土岐市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 
 

日程第11 常任委員の選任について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 

日程第12 議会運営委員の選任について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26 

別冊 

別冊 



 

議第３２号 

 

   土岐市固定資産評価員の選任同意について 

 

 次の者を固定資産評価員に選任したいので、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第４０４条第２項の規定により議会の同意を求める。 

 

令和２年５月８日提出 

                     土岐市長 加 藤 淳 司   

 

住所  氏名 生年月日 

 太田 弘  
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議第３４号 

 

   専決処分の報告及び承認について 

 

 次の事件については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第

１項の規定により別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定により報

告し、議会の承認を求める。 

 

  令和２年５月８日提出 

土岐市長 加 藤 淳 司   

 

１ 専第４号 土岐市税条例等の一部を改正する条例について 
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専第４号 

 

土岐市税条例等の一部を改正する条例について 

 

土岐市税条例等の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。こ

のことについて、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分する。 

 

令和２年３月３１日専決 

            土岐市長 加 藤 淳 司   
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土岐市条例第１４号 

 

   土岐市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （土岐市税条例の一部を改正する条例） 

第１条 土岐市税条例（昭和３０年土岐市条例第９号）の一部を次のように改

正する。 

  第３７条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め、同条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

  第３７条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項中

第３号を削り、第４号を第３号とする。 

  第４９条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７

第５項及び第１１項」に改める。 

  第５５条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同

条第４項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、

「これを」を削り、「課する」を「課することができる」に改め、同項に後

段として次のように加える。 

   この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、

その旨を当該使用者に通知しなければならない。 

  第５５条第７項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」に改

め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「によって」を「により」に、

「第４９条の２」を「第４９条の３」に、「みなす」を「みなすことができ

る」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「によ

り」に、「においては」を「には」に、「登録されている」を「登録がされ

ている」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同項を同条第６

項とし、同条第４項の次に次の１項を加える。 

 ５ 法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の

存在が不明である場合（前項に規定する場合を除く。）には、その使用

者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産
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税を課することができる。この場合において、市は、当該登録をしよう

とするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に通知しなければなら

ない。 

  第６２条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９

条の３第１１項」に改める。 

  第６２条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を

「第３４９条の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９

項」を「第３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３

第３０項」を「第３４９条の３第２９項」に改める。 

  第７５条の２の次に次の１条を加える。 

 （現所有者の申告） 

 第７５条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以

下この条及び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った日

の翌日から３月を経過した日までに次に掲げる事項を記載した申告書を

市長に提出しなければならない。 

  (１) 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個

人との関係及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しな

い者にあっては、住所、氏名又は名称及び同号に規定する個人との関

係） 

  (２) 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは

家屋補充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場合

における当該個人の住所及び氏名 

  (３) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

  第７６条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、

又は現所有者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。 

  第９７条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法

第４６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条

の２の３」を「第１６条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用

しない」を「提出している場合に限り、適用する」に改め、同項を同条第３

項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 
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 ２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規

定は、卸売販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造た

ばこの売渡し又は消費等について、第９９条第１項又は第２項の規定に

よる申告書に前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に

限る。）の適用を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額を記載し、

かつ、施行規則第１６条の２の３第１項に規定する書類を保存している

場合に限り、適用する。 

  第９９条第１項中「第９７条第２項」を「第９７条第３項」に改める。 

 第１３２条第６項中「第５５条第６項」を「第５５条第７項」に改める。 

 附則第８条第１項中「令和３年度」を「令和６年度」に改める。 

 附則第１０条中「又は法」を「又は」に改める。 

  附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６

号」を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条

第４項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３０項第１

号イ」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中「附則第１５条第３３

項第１号ホ」を「附則第１５条第３０項第１号ニ」に改め、同項を同条第４

項とし、同条第６項中「附則第１５条第３３項第２号イ」を「附則第１５条

第３０項第２号イ」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項中「附則第

１５条第３３項第３号ハ」を「附則第１５条第３０項第３号ハ」に改め、同

項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１

５条第３４項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則第１５

条第４４項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第８項とし、

同条第１０項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条第３９項」に改

め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第１５条第４７項」を

「附則第１５条第４１項」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第１２項

を同条第１１項とする。 

 附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

  附則第１１条の２第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似

適用土地」を「令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」に改める。 

  附則第１２条、第１３条及び第１５条第１項中「又は法」を「又は」に改
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める。 

  附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和２年度」を「令和５年度」に

改める。 

  附則第２３条中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

（土岐市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 土岐市税条例の一部を改正する条例（令和元年土岐市条例第１７号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条のうち、土岐市税条例第２４条第１項第２号の改正規定を削る。 

  附則第１条第２号を次のように改める。 

  (２) 削除 

附則第１条第３号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削る。 

第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の土岐市税条例

（以下「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、令和２

年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和元年度分までの個人

の市民税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第３７条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出

する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用する。 

４ 新条例第３７条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき

所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的

年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について

提出する新条例第３７条の３の３第１項に規定する申告書について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

５ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、
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令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

６ 新条例第５５条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例に

よる。 

７ 新条例第５５条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用する。 

８ 新条例第７５条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者で

あることを知った者について適用する。 

９ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税

法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正

前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」とい

う。）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産

税については、なお従前の例による。 

１０ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得され

た旧法附則第１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （土岐市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

１１ 土岐市税条例の一部を改正する条例（平成２７年土岐市条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 

  附則第５条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３

０日」に改め、同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０

月１日」に改め、同条第１４項の表第５項の項中「平成３１年１０月３１

日」を「令和元年１０月３１日」に改め、同表第６項の項中「平成３２年３

月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。 

（土岐市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

１２ 土岐市税条例の一部を改正する条例（平成２９年土岐市条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

  附則第１条中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め

る。 
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  附則第２条及び附則第３条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に

改める。 

  附則第３条第２項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３２年

度」を「令和２年度」に、「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

（土岐市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

１３ 土岐市税条例の一部を改正する条例（平成２９年土岐市条例第１６号）

の一部を次のように改正する。 

  附則第１条中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め

る。 

  附則第２条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

  附則第３条中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度」を

「令和元年度」に改める。 

（土岐市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

１４ 土岐市税条例の一部を改正する条例（平成３０年土岐市条例第２４号）

の一部を次のように改正する。 

  附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」

に改め、同条第５号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改

め、同条第６号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改

め、同条第７号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め、

同条第８号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、

同条第９号中「平成３４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。 

 附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２

項中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度」を「令和２年

度」に改める。 

  附則第６条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改め

る。 

  附則第８条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」

に改め、同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」

に改め、同条第３項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」

に改め、同条第４項及び第５項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改め
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る。 

附則第１０条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１

日」に改め、同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１

日」に改め、同条第３項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１

日」に改め、同条第４項及び第５項中「３３年新条例」を「３年新条例」に

改める。 

 （土岐市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

１５ 土岐市税条例の一部を改正する条例（平成３１年土岐市条例第１２号）

の一部を次のように改正する。 

  附則第２条から附則第４条まで中「平成３１年度」を「令和元年度」に改

める。 
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議第３５号 

 

   専決処分の報告及び承認について 

 

 次の事件については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第

１項の規定により別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定により報

告し、議会の承認を求める。 

 

  令和２年５月８日提出 

土岐市長 加 藤 淳 司   

 

１ 専第５号 土岐市都市計画税条例の一部を改正する条例について 
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専第５号 

 

土岐市都市計画税条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市都市計画税条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとす

る。このことについて、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分す

る。 

 

令和２年３月３１日専決 

            土岐市長 加 藤 淳 司   
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土岐市条例第１５号 

 

   土岐市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

土岐市都市計画税条例（昭和３２年土岐市条例第４号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２２項から

第２４項まで、第２６項、第２８項から第３１項まで、第３３項又は第３４

項」を「第３４９条の３第９項から第１１項まで、第２１項から第２３項まで、

第２５項、第２７項から第３０項まで、第３２項又は第３３項」に改める。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５

条第３８項」に改める。 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５

条第３９項」に改める。 

附則第５項の前の見出しおよび同項中「平成３２年度」を「令和２年度」に

改め、同項中「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第６項から附則第９項まで中「平成３２年度」を「令和２年度」に、

「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１０項の前の見出し及び同項中「平成３２年度」を「令和２年度」に

改め、同項中「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１２項中「、第１９項、第２１項から第２５項まで、第２７項、第２

８項、第３２項、第４０項、第４３項から第４５項まで若しくは第４８項、第

５０項」を「から第２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、第３７項か

ら第３９項まで、第４２項、第４４項若しくは第４８項」に、「第３４項」を

「第３３項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１３項（見出しを含む。）中「平成３２年度」を「令和２年度」に改

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 別段の定めがある場合を除き、この条例による改正後の土岐市都市計画税

条例の規定は、令和２年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和

元年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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議第３６号 

 

   専決処分の報告及び承認について 

 

 次の事件については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第

１項の規定により別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定により報

告し、議会の承認を求める。 

 

  令和２年５月８日提出 

土岐市長 加 藤 淳 司   

 

１ 専第６号 土岐市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不

均一課税に関する条例の一部を改正する条例について 
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専第６号 

 

土岐市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税

に関する条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税に関

する条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。このことに

ついて、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分する。 

 

令和２年３月３１日専決 

            土岐市長 加 藤 淳 司   
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土岐市条例第１６号 

 

土岐市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税

に関する条例の一部を改正する条例 

 

土岐市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税に関

する条例（平成２８年土岐市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「平成３２年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第３７号 

 

   専決処分の報告及び承認について 

 

 次の事件については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第

１項の規定により別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定により報

告し、議会の承認を求める。 

 

  令和２年５月８日提出 

土岐市長 加 藤 淳 司   

 

１ 専第８号 土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

- 18 -



専第８号 

 

土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものと

する。このことについて、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分

する。 

 

令和２年４月１３日専決 

            土岐市長 加 藤 淳 司   
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土岐市条例第１７号 

 

  土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

土岐市国民健康保険条例（昭和３４年土岐市条例第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則に次の３条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

第５条 給与等（所得税法第２８条第１項に規定する給与等をいい、賞与（健

康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を除く。以下同じ。）の支

払いを受けている被保険者が療養のため労務に服することができないとき

（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第

１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症に感染したとき又は発

熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われるときに限る。）は、当該被保

険者の属する世帯の世帯主に対し、その労務に服することができなくなった

日から起算して３日を経過した日から労務に服することができない期間のう

ち労務に就くことを予定していた日について、傷病手当金を支給する。 

２ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月

以前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を当該期間の就労

日数で除して得た金額（その額に、５円未満の端数があるときは、これを切

り捨て、５円以上１０円未満の端数があるときは、これを１０円に切り上げ

るものとする。）の３分の２に相当する金額（その金額に、５０銭未満の端

数があるときは、これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは、

これを１円に切り上げるものとする。）とする。ただし、健康保険法第４０

条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額の３０分の

１に相当する金額の３分の２に相当する金額を超えるときは、その金額とす

る。 

３ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６月を超

えないものとする。 

第６条 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり当
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該感染症の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一部を受けること

ができる者に対しては、これを受けることができる期間は、傷病手当金を支

給しない。ただし、その受けることができる給与等の額が、前条第２項の規

定により算定される額より少ないときは、その差額を支給する。 

第７条 前条に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感染した場合にお

いて、その受けることができるはずであった給与等の全部又は一部につき、

その全額を受けることができなかったときは傷病手当金の全額、その一部を

受けることができなかった場合においてその受けた額が傷病手当金の額より

少ないときはその額と傷病手当金との差額を支給する。ただし、同条ただし

書の規定により傷病手当金の一部を受けたときは、その額を支給額から控除

する。 

２ 前項の規定によりこの市が支給した金額は、当該被保険者を使用する事業

所の事業主から徴収する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の土岐市国民健康保険条例附則第

５条から第７条までの規定は、傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月１

日から同年９月３０日以後の規則で定める日までの間に属する場合について適

用する。 
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議第３８号 

 

   専決処分の報告及び承認について 

 

 次の事件については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第

１項の規定により別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定により報

告し、議会の承認を求める。 

 

  令和２年５月８日提出 

土岐市長 加 藤 淳 司   

 

１ 専第１０号 土岐市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 
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専第１０号 

 

土岐市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定

めるものとする。このことについて、地方自治法第１７９条第１項の規定によ

り専決処分する。 

 

令和２年４月２３日専決 

土岐市長 加 藤 淳 司 
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土岐市条例第１８号 

 

   土岐市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

土岐市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年土岐市条例第１２号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

(８) 広域連合条例附則第１５条の傷病手当金の支給に係る申請書の提出の

受付 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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日程第１１ 

 

常任委員の選任について 

 

 土岐市議会委員会条例（昭和３１年土岐市条例第２４号）第７条第１項の規

定により、土岐市議会常任委員を次のとおり選任する。 

 

令和２年５月８日 

 

 

別      紙 
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日程第１２ 

 

議会運営委員の選任について 

 

 土岐市議会委員会条例（昭和３１年土岐市条例第２４号）第７条第１項の規

定により、土岐市議会運営委員を次のとおり選任する。 

 

令和２年５月８日 

 

 

別      紙 
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議 案 付 託 表 

 
付託委員会 議案番号 案           件 

総務産業建水 
委員会 

議第31号 令和２年度土岐市一般会計補正予算（第２号）（所管部分） 
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議 案 付 託 表 

 
付託委員会 議案番号 案           件 

文教厚生 
委員会 

議第31号 令和２年度土岐市一般会計補正予算（第２号）（所管部分） 
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